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第８章 誘導施策 
１．誘導施策の基本的な考え方 

人口減少下における本市の今後の都市づくりにおいては、居住誘導区域や都市機能誘導区域への居

住や都市機能の誘導を緩やかに進めていくことが重要です。 

本市では、人口減少下においても暮らし続けられる市街地の形成に向けて、市街地内でも生活利便

性や交通利便性が高い場所に対して居住誘導区域を設定し、上位関連計画に基づく取組みと連携しな

がら居住誘導区域内における居住の誘導施策を展開します。 

また、居住誘導区域内の都市計画上重要な場所となる拠点に対して都市機能誘導区域を設定し、上

位関連計画に基づく取組みと連携しながら高次都市機能や市民の日常生活に必要な施設を維持・誘導

する対策として施策を展開します。 

居住誘導区域外においては、居住や都市機能の各誘導区域内への誘導を図るための施策や土地利用

規制の強化等を検討します。 

また、これらの取組みと合わせて佐伯市地域公共交通計画に基づく取組みと連携しした持続可能な

市街地形成を図ります。 

 

 

  

誘導施策 8 第 章 
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２．居住誘導区域内に居住を誘導するために講ずる施策 

居住誘導区域では、将来においても維持し続けられる市街地として区域内での住宅開発の誘導を促

進し、人口密度の維持を図るため、以下のような施策に取組みます。 

 

（１）都市基盤の整備等による良好な居住環境の形成 
●良好な居住環境の維持、創出に向けて、幹線・生活道路の整備・改良や公園・緑地等のオープン

スペースの整備、上下水道の整備等を計画的に推進します。 

●道路ネットワークやオープンスペースが充分でない地区や木造住宅が密集する地区など、都市基

盤整備が不十分な地区においては、地域住民の意向や地区の状況を踏まえながら、土地区画整理

事業や地区計画などの手法を用いて、建物のセットバックや道路・公園等の基盤施設の整備によ

る居住環境の改善・向上に努めます。 

●空き家や空き店舗などの低未利用地の活用を推進するとともに、バリアフリーやユニバーサルデ

ザイン等に配慮した誰もが利用しやすい市街地形成を推進します 

●良好な居住環境の維持、創出に向けて、地域の特性や将来の土地利用方針を踏まえ、必要に応じ

て用途地域の見直しや地区計画等の活用について検討します。 

活用可能な 
国の支援例 都市構造再編集中支援事業、市街地開発事業、都市公園ストック再編事業 等 

 

（２）健やかに暮らせる住環境の整備 
●集合住宅や子育て、高齢者福祉施設の整備など居住環境の向上を図り、まちなか居住を促進します。 

●医療、介護、生活支援・介護予防、住まいが包括的に提供される地域包括ケアシステムの構築・

強化を図ります。 

●少子高齢化に対応するため、医療・保健・福祉機能の充実はもとより学校教育施設の配置見直し、

交通安全対策、バリアフリー化、防犯対策などの充実を図り、子どもから高齢者までが安心して

暮らせるまちを目指します。 

活用可能な 
国の支援例 住宅市街地総合整備事業、地域居住機能再生推進事業 等 

 

（３）移住・定住の促進 
●居住誘導区域内への居住の誘導を促進するため、居住誘導区域内において新築・建替えを行う場

合における建築費用等に対する補助制度について検討します。 

●移住者や子育て世帯を対象とした住宅の取得・改修に対する支援を検討し、移住・定住の促進を

図ります。 

●高齢者世帯に対するリフォーム支援や三世代同居に対するリフォーム支援を周知し、まちなか居

住の促進を図ります。 

●空き家・空き地を利活用した民間住宅の整備促進を図ります。また、お試し居住滞在施設の実証

実験や、市街地の PR、市内・市外からの移住・定住者の支援等を強化します 

●本市が有する既存の移住・定住施策については、居住誘導区域や都市機能誘導区域と連動した要

件の見直しを検討します。 
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活用可能な 
国の支援例 公営住宅整備事業、住宅市街地総合整備事業、地域居住機能再生推進事業 等 

活用可能な 
市の支援例 

佐伯市移住応援給付事業、佐伯市空き家利活用促進事業、空き家バンク事業、佐伯市お試

し滞在補助、高齢者世帯リフォーム支援事業、佐伯市三世代同居リフォーム支援事業 等 

 

（４）災害リスクの残存するエリアにおける防災性の向上 
●居住誘導区域内に残る災害リスクの高い場所においては防災指針に基づく防災対策を講じるこ

とで、誰もが安全で安心して住み続けられる市街地環境を創出します。 

活用可能な 
国の支援例 

宅地耐震化推進事業、防災・省エネまちづくり緊急促進事業、 

防災集団移転促進事業、都市防災総合推進事業、防災街区整備事業 等 

 

【国の支援制度例】都市構造再編集中支援事業 

都市再生整備計画に位置づけられた事業のうち立地適正化計画に基づく事業に対して総合的・集中的な

支援を行う個別支援制度「都市構造再編集中支援事業」を創設されています。施行地区は、都市機能誘導

区域及び居住誘導区域であり、都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設の誘導・整備、防災力強

化、災害からの復興、居住の誘導の取組み等に対して支援を受けることが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省ホームページ 
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３．都市機能誘導区域内に誘導施設の立地を誘導するために講ずる施策 

都市機能誘導区域では、都市の骨格構造に位置づけた拠点形成に必要とされる都市機能の維持・誘

導を図るため、以下のような施策に取組みます。 

 

（１）拠点地区における都市形成 
●大手前・市役所周辺及び JR 佐伯駅・港周辺においては佐伯市市街地グランドデザインと連携し、

市街地としての再生を図るため、都市構造再編集中支援事業などの市街地再生に向けた事業の導

入を検討します。 

●鶴岡西町周辺では郊外型大規模店舗や病院などの立地を活かした商業・サービス施設の立地や整

備促進を図り、市民の生活利便を支える拠点の活性化を図ります。 

●都市機能誘導区域内においては、民間施設の立地条件を向上させるため、都市計画法や建築基準

法などの法的制限の緩和を検討します。 

活用可能な 
国の支援例 都市構造再編集中支援事業、市街地再開発事業、都市再生区画整理事業 等 

 

（２）都市機能の維持・集積 
●｢佐伯市市街地グランドデザイン｣に基づく都市機能の充実を図り、市民が活躍できる市街地とな

るよう、魅力向上や更なる活性化に向けて取組みを図ります。 

●都市機能の維持・充実を図るため、民間の活力の活用を検討します。また、民間事業者による誘

導施設の整備について、国の支援制度等の周知を図るとともに活用に対する支援を検討します。 

●教育文化施設や福祉施設等については、少子高齢化等の社会情勢や地域の特性を考慮し、「佐伯

市公共施設等総合管理計画」等に基づき、規模や配置の適正化を進めながら施設の⾧寿命化や耐

震改修、有効利用などを図ります。 

●都市機能が立地しやすい環境とするため、必要に応じて誘導区域と連動した用途地域等の見直し

を検討します。 

活用可能な 
国の支援例 都市構造再編集中支援事業、集約都市形成支援事業 等 

 

（３）駅や主要なバス停等の交通結節機能の強化 
●大手前・市役所周辺、JR 佐伯駅・港周辺、鶴岡西町周辺等の市街地の拠点については多様な交通手

段による来訪を可能とするため、佐伯市地域公共交通計画と連携し交通結節機能の強化を図ります。 

●JR 佐伯駅周辺についてはバリアフリー化や複数の交通手段の乗り換え等に配慮した駅前広場の機能

充実を図るとともに、駅前ロータリーや周辺の道路整備などによる交通拠点性の強化を図ります。 

●鶴岡西町周辺地区については、公共交通での利便性向上を図るため、JR 上岡駅と連携した交通結

節拠点のあり方を検討します。 
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（４）既存ストックの有効活用 
●市街地の賑わいを形成するため、民間事業者と連携して誘導区域内の空き家・空き地を活用した

再整備を支援するとともに、様々な飲食店の誘導、来訪者を集めるイベントの開催を推進します。 

●誘導区域内に点在する空き家や空き地、空き店舗等や遊休化した公有地の有効活用を図り、都市

空間の魅力を高めます。 

活用可能な 
国の支援例 

都市構造再編集中支援事業、立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）、 

低未利用土地権利設定等促進計画 等 

 

（５）歩きたくなる市街地環境の整備 
●大手前を拠点として山際通り、仲町周辺、船頭町周辺を通る 8 の字回遊動線を形成するため、回

遊動線のバリアフリー化、サイン整備、駐車場の適正配置を図ります。 

●佐伯市景観計画による歴史的景観の保全、活用を図るとともに、城下町の町割りに関する案内看

板等を設置するなど、広がりをもった回遊の形成を図ります。 

●三余館の再整備にあわせ大手前交差点の更なるスムーズな歩行空間を形成し、大手前交差点周辺

の広場配置と利活用を図ります。 

●公共駐車場の整備や公共施設駐車場の休日開放、民間駐車場の設置誘導を進めます。 

活用可能な 
国の支援例 まちなかウォーカブル推進事業、まちなか公共空間等活用支援事業 等 

 

【国の支援制度例】まちなかウォーカブル推進事業 
まちなかウォーカブル推進事業は、まちなかの歩いて移動できる範囲で、まちなかでの滞在快適性の向上を

図るため、市や民間事業者等が実施する道路・公園・広場等の整備や修復・利活用、滞在環境の向上に資する
取組を重点的・一体的に支援し、「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりを推進する事業です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

出典：国土交通省ホームページ
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４．公共交通ネットワーク形成の施策 

立地適正化計画区域においては、公共交通ネットワークを形成するため、「佐伯市地域公共交通計

画」と連携し、以下のような施策に取組みます。 

 

（１）公共交通ネットワークの強化と利便性向上 

●市民の利用ニーズに合った鉄道、航路、コミュニティバス等の運行を促進し維持存続を図るとと

もに、地域の状況に応じた多様な交通手段の組み合わせを検討し、市街地内の各拠点や地域生活
拠点を結ぶ効果的かつ効率的な公共交通網の構築を推進します。 

●市街地循環バスや自動運転サービスの導入については、実験運行等を用いた検討を行います。 

●コミュニティバス及びデマンドバスについては、交通不便地域におけるモビリティ（移動性）を
確保する路線の維持に努めるとともに、利便性の確保に取組みます。 

●居住機能誘導区域内の主要なバス停については、現行サービス水準の維持・確保のための環境整

備を検討します。 
 

（２）交通利便性の向上と利用促進 

●路線バス、コミュニティバス、タクシー、航路等の市内を運行する地域公共交通サービスの円滑
化な乗継手法を検討するとともに、将来的なゾーン制運賃の最適化を必要に応じて検討します。 

●交通不便地域対策として、ICT を活用したオンデマンド型の運行システムへの導入を検討します。 

●自家用車から公共交通利用、自動車運転免許証自主返納への行動変容を促すため、自家用車を運
転する高齢者を対象として、健康づくり施策と連携したモビリティ・マネジメントを実施します。 

●主に教育機関が運行するスクールバスについては、公共交通と輸送資源の統合を検討します。 
活用可能な 
国の支援例 都市構造再編集中支援事業、都市・地域交通戦略推進事業 等 

 
【国の支援制度例】都市・地域交通戦略推進事業 

人口減少、少子高齢化への対応や、集約型都市構造への再編に向けたまちづくりの取組みとして、
多様な交通モードの連携による持続可能なコンパクトなまちづくりへの展開を図る事業です。 

 
 
 
 
 
 
 
  

出典：国土交通省ホームページ
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５．居住誘導区域外及び都市計画区域外における施策 

本計画の誘導区域外の区域及び都市計画区域外においても、「第 2 次佐伯市都市計画マスタープラ

ン」や関連計画等に基づく取組を推進し、市全体で持続可能なまちづくりに取組みます。 

 

（１）居住誘導区域外における施策 
①居住誘導区域外の用途地域における土地利用施策 

●居住誘導区域外の用途地域においては、将来的な市街地の縮退を踏まえ、ダウンゾーニングを前

提とした用途地域の見直しを検討します。 

●ただし、用途地域の指定解除については、用途白地地域での規制を行わなければ逆効果となって

しまうため、用途白地地域の対策と同時に検討を行います。 

②用途無指定地域における土地利用施策 

●佐伯インターチェンジ周辺は、住環境の保護を図るため、用途地域の指定などを検討し、無秩序

な開発や環境にそぐわない用途の建築を抑制します。 

●用途地域の指定のない地域において生活環境を悪化させる施設等の立地を抑制する必要がある

場合には、良好な環境の形成又は保全を図るため、特定用途制限地域の指定の検討を行います。 

 

【国の支援制度例】都市構造再編集中支援事業（基幹事業：居住誘導促進事業） 
居住誘導促進事業は、居住誘導区域外等から同一市町村内の居住誘導区域へ移転する者に対して補助す

る事業に要する費用等を支援するものであり、都市構造再編集中支援事業の基幹事業として新たに位置づ
けられています。 

本事業は、居住誘導区域面積が用途地域の面積の１/２以下の市町村における、居住誘導区域外の区域や
防災指針に即した災害リスクの高い地域であって居住誘導区域外の区域等に対して、元地の土地や既存ス
トックの適正管理、住宅移転支援を行うことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省資料（都市行政の最近の話題／令和 5 年 5 月） 



 

111 

第
８
章 

誘
導
施
策 

（２）都市計画区域外における施策 
①地域生活拠点における「地域管理構想」の検討 

●地域生活拠点においては、日常生活に必要な生活機能や農林業関連施設等の集約、都市基盤等の

維持に向けて、地域生活拠点及びその周辺の居住者等とともに、生活と一体である土地利用・管

理を一体的に話し合い、将来の土地利用の方向性や管理構想を示す「地域管理構想」の作成を検

討します。 

 

【参考】地域管理構想の概要 
「地域管理構想」とは、人口や土地の管理状況等についての現状把握・将来予測を行い、目指すべき将

来像と土地の管理のあり方を示すとともに、これを地図上に見える化したものです。 
都市計画区域外かつ都市機能誘導区域から公共交通でおおむね 30 分の地域生活拠点が立地適正化計画

に位置づけられた場合は、地域管理構想において、地域生活拠点を明示的に位置づけた場合に、都市構造
再編集中支援事業による支援を受けることが可能となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
②「小さな拠点」づくりの検討 

●地域生活拠点については、日常生活に必要な生活機能や農林業関連施設等の集約、都市基盤等の

維持に向けて国の地域再生計画、地方創生推進交付金などを活用し、地域住民が、自治体や事業

者、各種団体と協力・役割分担をしながら、各種生活支援機能を集約・確保したり、地域の資源

を活用したりすることで、しごと・収入を確保するなど「小さな拠点」づくりを検討します。 

③地域生活拠点と都市機能誘導区域を繋ぐ公共交通網の維持・改善 

●地域生活拠点と都市機能誘導区域を繋ぐ公共交通については、運行水準の適正化やダイヤ改正等

を定期的に実施することにより、路線の維持改善を図ります。  

出典：国土交通省資料（都市行政の最近の話題／令和 5 年 5 月）
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６．届出制度の運用 

都市再生特別措置法に基づく届出制度は、佐伯都市計画区域が対象となります。 

 

（１）居住誘導区域外での建築等の届出 
居住誘導区域外の区域において、下記に示す一定規模以上の住宅開発を行うとする場合には、これ

らの行為に着手する日の 30 日前までに、行為の種類や場所などについて、市⾧への届出が必要とな

ります（都市再生特別措置法第 88 条第 1 項）。 

■届出の対象とする行為（居住誘導区域外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）都市機能誘導区域外での建築等の届出 
都市機能誘導区域外の区域において、下記に示す誘導施設の整備を行おうとする場合には、これら

の行為に着手する日の 30 日前までに、行為の種類や場所などについて市⾧への届出が必要となりま

す（都市再生特別措置法第 108 条第 3 項）。 

■届出の対象とする行為（都市機能誘導区域外） 
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（３）誘導施設の休廃止に係る届出 
都市機能誘導区域内において当該都市機能誘導区域に係る誘導施設を休止または廃止しようとす

る場合には、これらの行為に着手する日の 30 日前までに、市⾧への届出が必要となります（都市再

生特別措置法第 108 条の 2 第 1 項）。 

 

（４）届出の流れ 
誘導区域外における一定規模以上の住宅の建築等、都市機能誘導区域外における誘導施設の建築等

もしくは、都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止を行う場合は、行為に着手する 30 日前ま

でに市⾧への届出が必要です。 

■届出の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発・建築等行為の計画、誘導施設の休廃止の計画 

届出の提出 

居住誘導区域及び都市機能誘導区域、誘導施設の確認 
住宅の場合は居住誘導区域、誘導施設の場合は当該誘導施設が設定されている都市機能誘導

区域を確認してください。 
届出が必要 

届出が不要 
必要に応じて勧告・助言 行為着手の 

30 日前まで 
に提出 開発・建築行為等の手続き（担当各課） 

開発・建築行為等の着手 

＜勧告等＞ 

■居住誘導区域外での建築等の届出 

市⾧は、届出があった場合において当該届出に係る行為が居住誘導区域内における住宅等の立地の誘導を図

る上で支障があると認めるときは、当該届出をした者に対して、当該届出に係る事項に関し、住宅等の立地を

適正なものとするために必要な勧告をすることができます（都市再生特別措置法第 88 条第 3 項）。 

市⾧は、勧告をした場合において必要があると認めるときは、その勧告を受けた者に対し、居住誘導区域内

の土地の取得についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めなければなりません（都市再生特別措

置法第 88 条第 4 項）。 

■都市機能誘導区域外での建築等の届出 

市⾧は、届出があった場合において当該届出に係る行為が都市機能誘導区域内における誘導施設の立地の誘

導を図る上で支障があると認めるときは、当該届出をした者に対して当該届出に係る事項に関し誘導施設の立

地を適正なものとするために必要な勧告をすることができます（都市再生特別措置法第 108 条第 3 項）。 

市⾧は、勧告をした場合において必要があると認めるときは、その勧告を受けた者に対し当該誘導施設に係

る都市機能誘導区域内の土地の取得についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めなければなりま

せん（都市再生特別措置法第108 条第 4 項）。 


